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平
成
31
年
度
償
却
資
産
申

告
書
は
、
12
月
中
旬
に
郵
送

し
ま
す
。
電
算
申
告
の
方
に

は
は
が
き
で
、
普
通
申
告
で

免
税
点
未
満
の
方
に
は
別
途

封
書
で
郵
送
し
ま
す
。
事
業

を
営
ま
れ
て
い
る
方
は
、
地
方

税
法
第
383
条
に
よ
り
償
却
資

産
申
告
が
義
務
づ
け
ら
れ
て

い
ま
す
の
で
、
確
定
申
告
書

の
減
価
償
却
資
産
の
内
訳
や

資
産
増
減
を
確
認
の
う
え
、

申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

平
成
30
年
中
に
、
新
規
に

市
内
で
事
業
を
始
め
ら
れ
た

方
は
、
市
に
申
告
が
必
要
で

す
。

受
付　

平
成
31
年
１
月
４
日

㈮
〜
31
日
㈭
に
、
問
の
窓

口
で
受
け
付
け
ま
す
。

 eLTA
X

は
、
地
方
税
に

お
け
る
申
告
等
の
手
続
を
、

自
宅
や
オ
フ
ィ
ス
な
ど
で
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
し
て

電
子
的
に
行
う
シ
ス
テ
ム
で

す
。

■
従
来
、
複
数
の
都
道
府
県

や
市
区
町
村
に
申
告
等
を

行
う
場
合
は
、
そ
れ
ぞ
れ

の
窓
口
へ
提
出
す
る
必
要

が
あ
り
ま
し
た
。eLTAX

で
は
、
申
告
デ
ー
タ
等
を

送
信
す
る
だ
け
で
、
そ
れ

ぞ
れ
の
地
方
公
共
団
体
へ

手
続
を
行
う
こ
と
が
で
き

ま
す
。

■PC
d

デ
ス
ク

esk

（（
一
社
）地
方

税
電
子
化
協
議
会
が
提
供

す
る
無
料
のeLTA

X

対

応
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
）で
は
、

住
所
、
氏
名
な
ど
の
項
目

の
自
動
入
力
や
税
額
の
自

動
計
算
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま

な
作
成
支
援
機
能
を
提
供

し
て
い
ま
す
。
市
販
さ
れ

て
い
る
税
務
・
会
計
ソ
フ

ト
ウ
ェ
ア
の
な
か
に
も
、

eLTA
X

に
対
応
し
て
い

る
も
の
が
あ
り
ま
す
。

※
詳
細
は
、
問
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。

問 （
一
社
）地
方
税
電
子
化

協
議
会
ヘ
ル
プ
デ
ス
ク

☎（
０
５
７
０)

０
８
１
４
５
９

HP http://w
w
w
.eltax.

jp

※
税
理
士
等
に
依
頼
さ
れ
る

方
は
、
至
急
、
申
告
書
を

お
渡
し
く
だ
さ
い
。

※
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限

よ
り
早
い
締
切
と
な
っ
て

い
ま
す
。
提
出
が
遅
れ
る

場
合
は
、
問
へ
ご
連
絡
く

だ
さ
い
。

※
地
方
税
電
子
申
告

（e

エ
ル
タ
ッ
ク
ス

LTAX

）で
も
受
け
付
け

て
い
ま
す
。

※
マ
イ
ナ
ン
バ
ー（
個
人
番

号
・
法
人
番
号
）の
記
載

を
お
願
い
し
ま
す
。
な
お
、

個
人
番
号
の
記
載
の
際
は
、

本
人
確
認（
番
号
確
認
と
身

元
確
認
）が
必
要
で
す
。

問
課
税
課
固
定
資
産
税
係

市
内
で
事
業
を
営
む
皆
さ
ま
へ

固
定
資
産
税
償
却
資
産
申
告
の
お
願
い

地
方
税
の
申
告
はe

エ

ル

タ

ッ

ク

ス

LTA
X

で

税・年金 税・年金

─この広報紙は再生紙を使用しています─

1

祝日を除く月曜日午前9時～正午と金曜日午後2時～5時の間、市役所1階のしょうがいしゃ支援課に手話通訳者がいます。　問しょうがいしゃ支援課手当・給付係

扶助費
30.7％

人件費
17.7％

物件費
13.6％

繰出金
12.0％

補助費等
9.4％

普通建設
事業費
7.6％

公債費
6.0％

積立金
2.4％

維持補修費
0.5％

出資金・貸付金
0.1％

民生費
49.4％

総務費
10.8％

土木費
10.5％

教育費
8.3％

衛生費
6.3％

公債費
6.0％

消防費
3.5％

諸支出金
3.1％

議会費
1.1％

その他
1.0％

市税
50.0％

国庫支出金
16.0％

都支出金 
14.5％

地方
消費税
交付金
5.1％

市債
3.2％

繰越金
2.5％

使用料および
手数料
2.3％

諸収入
1.6％

分担金および
負担金
1.2％

繰入金
0.9％
寄附金
0.3％

地方交付税
0.2％
その他
2.2％

※上記の金額・構成比は項目ごとに四捨五入していますので、計と一致しない場合があります。

平成29年度の国立市のお金は
次のように使われました（一般会計決算状況）お知らせ

平成２９年度の決算がまとまり
ましたので、お知らせします。
詳細は、市ホームページ「決算
概況」をご覧ください。
問政策経営課財政係

※ 地方消費税率の改定に伴う地方消費税交付金の増分
（5億9,９１３万円）は、社会保障施策に要する経費（６７億
7,８５７万円）に充てました。

①平成２９年度は、前年度に引き続き普通交付税不交付団体となりました。
②市税等収納率は、納税者の皆さまのご理解、ご協力により、平成２８年度を０.２ポイント上
回る９９.６％となり、引き続き多摩２６市中１位の結果となりました。
③経常収支比率は、人件費や公債費の増加などにより、前年度比で２.３ポイント悪化し、
９５.０％となりました。

平 成 29 年 度 決 算 の ポ イ ン ト

歳入 歳出(目的別) 歳出(性質別)

科目 決算額 構成比
市税 149億6,324万円 50.0％

国庫支出金 47億8,617万円 16.0％
都支出金 43億2,900万円 14.5％

地方消費税交付金 15億2,947万円 5.1％
市債 9億5,990万円 3.2％
繰越金 7億6,156万円 2.5％

使用料および手数料 7億　350万円 2.3％
諸収入 4億7,295万円 1.6％

分担金および負担金 3億5,592万円 1.2％
繰入金 2億7,823万円 0.9％
寄附金 9,663万円 0.3％

地方交付税 7,439万円 0.2％
その他 6億4,654万円 2.2％
計 299億5,751万円 100.0％

科目 決算額 構成比

民生費 144億9,618万円 49.4％

総務費 31億7,063万円 10.8％

土木費 30億8,403万円 10.5％

教育費 24億4,787万円 8.3％

衛生費 18億5,980万円 6.3％

公債費 17億6,748万円 6.0％

消防費 10億2,567万円 3.5％

諸支出金 9億2,230万円 3.1％

議会費 3億　804万円 1.1％

その他 2億9,687万円 1.0％

計 293億7,887万円 100.0％

科目 決算額 構成比

扶助費 90億3,067万円 30.7％

人件費 52億　135万円 17.7％

物件費 39億9,968万円 13.6％

繰出金 35億2,049万円 12.0％

補助費等 27億5,573万円 9.4％

普通建設事業費 22億4,520万円 7.6％

公債費 17億6,748万円 6.0％

積立金 6億9,887万円 2.4％

維持補修費 1億3,441万円 0.5％

出資金・貸付金 2,500万円 0.1％

計 293億7,887万円 100.0％

▲ 市ホームページ
｢決算概況｣の
QRコード。

歳出(性質別)
293億
7,887万円

歳出(目的別)
293億
7,887万円

歳入
299億
5,751万円
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